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市町村における職員数の推移（市町村全体、土木部門）

市町村における土木部門の職員数（左軸） 市町村全体の職員数（右軸）

(人) (人)

市町村における人員の推移等

○市町村全体の職員数は、平成17年度から平成30年度の間で約10%減少している。
○市町村における土木部門の職員数の減少割合は約14%であり、市町村全体の職員数の減少
割合よりも大きい。
○市町村全体の職員数は、近年増加傾向であるが、土木職員数は依然横ばいとなっている。
○技術系職員がいない市町村は全体の約1／4に上る。

※１：地方公共団体定員管理調査結果より国土交通省作成。なお、一般行政部門の職員を集計の対象としている。また市町村としているが、特別区を含む。

※２：技術系職員は土木技師、建築技師として定義。H30年度の割合。

いない

446団体

25.6%

いる

1,295団体

74.4%

技術系職員がいない市町村の割合市町村全体では約１０%減少750,329人

105,187人

うち土木部門は
約１４％減少

90,788人

673,841人

※1

※1、※2

第１回成長戦略WG
国土交通省提出資料より抜粋
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市町村における土木費の推移

○ 市町村の土木費は、ピーク時の平成5年（約11.5兆円）から平成23年度までの間で約半分
（約6兆円）に減少した。
○ 近年は約6.6兆円程度で推移しているが、ピーク時の約6割程度である。

（地方財政統計年報より国土交通省作成）
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市町村における土木費の推移(百万円） 11兆4973億円

6兆6338億円
（H5年度比 約58%）

6兆465億円
（H5年度比 約53%）

第１回成長戦略WG
国土交通省提出資料より抜粋
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これまでの成長戦略ＷＧにおいて国土交通省が示した今後の方針

■「点検支援技術 性能カタログ（案）」
の更新・拡充予定について

【第５回成長戦略ＷＧ議事録（抜粋）】
○国土交通省奥村国道・技術課長 （略）
更新は年１回させていただきますし、４ページ目にも書
かせていただいておりますけれども、さらに新しい技術も
次々と出てくると思いますので、その都度、伺いながらパ
ワーアップと言いますか、バリエーションを広げていくこ
ともさせていただければと思っています。

【第５回成長戦略ＷＧ国土交通省提出資料（抜粋）】

■「港湾の施設の点検診断ガイドライン」
の運用書の作成について

【第５回成長戦略ＷＧ国土交通省提出資料（抜粋）】
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